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に規定される ｢著作物｣ に該当する｡ 著作権法では､
著作物は例外的な場合を除いて著作権者に無断では
利用できないことになっているが､ 図書館サービス



























その手法として､ まずは ｢一般システム理論｣ を
用いて､ 図書館を知的創造の社会的システムとして
モデル化し､ 図書館法で規定されるサービスを当て
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閲覧､ 貸出､ 複写等､ 図書館の典型的なサービス
を行う上で必要な著作物の利用は､ 著作権法に規定
される著作権の利用行為にあたる｡ しかし､ そのほ












































































｢著作物｣ を定義し (１項１号)､ その著作物を創作
するものを ｢著作者｣ とする (１項２号)｡ そして､
法に例示されたような著作物 (10条) が創作される
と､ 直ちに無方式で (17条)､ 著作者人格権 (18～

























的である｡ 実際に､ 著作権法においては ｢著作権の
制限｣ (30～50条) により､ 著作権が大きく制限さ
れる12｡ ｢私的使用のための複製｣ (30条)､ ｢図書館




















ながら､ 著作権法が目的とする ｢文化の発展｣ を定
義する｡ 対する特許法が ｢産業の発達｣ (特許法１









『文化の発展』 と称している｣ と結論する｡ ｢特許法











豊富化することを､ 著作権法は 『文化の発展』 と称
しているのである｣16｡
このように､ ｢文化の発展｣ を ｢著作物の豊富化｣
と捉えるならば､ 著作物たる多様な情報資源を収集
し公衆の利用に供する図書館の機能との関係におい












センティブ論｣ と ｢自然権論｣ があり､ 現在は前者
の見解が多数説である｡ 先にあげた加戸 [2014]




































































利用ができるようになる｡ ｢公表｣ は ｢創作｣ のゴー







































るかを確認する｡ ｢図書館｣ の語源は､ 図書館情報
学の基本書25で解説されるように ｢図書 (書物)｣ ＋





























る｡ そして､ サービスというからには､ その対象た
る ｢利用者｣ の存在が不可欠である｡ このため､
｢人｣ について職員と利用者に分けて考えることが
できる｡ 図書館とは単に建物を指すのではなく､ 生
身の人間の営みであり､ それが ｢サービス｣ であ
る27｡
しかし､ サービスは目的を達成するための手段で
あり､ 目的は別にある｡ 図書館 (公共図書館) を規
定する ｢図書館法｣ (昭和二十五年四月三十日法律
第百十八号) の目的規定である１条には次のように


































































西崎 [1970] は､ ｢ここにかかげられたような事項
は､ 図書館が奉仕を行う以上は是非とも必要な事項
















































条に ｢図書､ 記録その他必要な資料を収集し､ 整理



























することで､ 手に入れた情報を生活､ ビジネス､ 発














なお､ 精神的安定は､ 図書館法２条で ｢レクリエー
ション｣ という言葉で表される｡ 西崎 [1970] は､
｢レクリエーションという言葉は､ (………) 適当な
























著作権法上､ ポイントとなるのは ｢公表｣ である｡
公表については､ 先行研究として ｢公表支援のフレー
ムワーク論｣ を取りあげた｡ そこでは､ 著作権法が
目的とする ｢文化的所産の多様化｣ のサイクルにお












時に ｢著作権の制限｣ (30～50条) との関係にも注

















｢一市町村立図書館｣ に望ましい ｢３ 図書館サー









権｣ (26条の３) が関わるが､ 38条 ｢営利を目的と
しない上映等｣ が適用される｡ 公表された著作物は､
非営利無償の貸与により公衆に提供できるからだ
(38条４項)｡ ただし､ 映画の著作物については ｢頒
布権｣ (26条) の対象となり､ この規定は適用され
ないが､ 相当な額の補償金を支払うことによって貸
与により頒布することができる (38条５項)｡ 複写
サービスには ｢複製権｣ (21条) が関わるが､ 31条
｢図書館等における複製等｣ が適用される｡ 利用者
の求めに応じた一人に一部一部分の複製物を提供で
きる (１項１号)｡ なお､ 31条に類似する規定は諸





























活動の支援があげられる｡ 就職・転職､ 起業､ 職業
能力開発､ 日常の仕事､ 子育て､ 教育､ 若者の自立






まれ､ 上記 ｢(１)貸出サービス､ 複写サービス｣
｢(２)情報サービス｣ 等によって利用者に提供され
る｡ 関連して､ ｢(五)多様な学習機会の提供｣ では､
講座､ 相談会､ 資料展示会等の主催､ 関係団体等と
の共催による学習機会の提供がある｡  利用者に対応したサービス
｢(四)利用者に対応したサービス｣ では､ ｢児童・
青少年｣ ｢高齢者｣ ｢障害者｣ ｢乳幼児とその保護者｣
等に対するサービスの充実があげられる｡ 読み聞か
せや朗読は ｢口述権｣ (24条)､ 劇などの上演は ｢上






製等｣ が適用できる｡ 例えば､ 点字による複製 (点
字資料の作成) については図書館でなくとも自由で
ある (37条１項)｡ 大活字本､ 録音資料､ 手話や字
幕入りの映像資料などは､ 公共図書館においていく
つかの条件はあるものの､ 作成・活用できる (37条
２項・３項､ 37条の２)｡ なお､ こうした対応はボ








の制限｣ (30～50条) を適用できる40｡ ｢著作権の制
















































































































３ 南 [2008]：南亮一 ｢図書館における著作権の現
状と動向について｣ 『びぶろす-Biblos』 平成20年夏






















のである｡ これに対して山本 [2013] では､ 私的
複製の当然の法理は場所を問わず適用されるはずと
述べる (pp53-55)｡ (注40も参照のこと)
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